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第 1 章 総合戦略の基本的な考え方 

1. 目的・背景 

地方創生は、出生率の低下によって引き起こされる人口の減少に歯止めをかけるとともに、

東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来に

わたって活力ある日本社会を維持することを目的としています。 

この目的に向かって政府一体となって取り組むため、国においては、2014 年９月、まち・ひ

と・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）が制定され、同年 12 月には、2060 年に１

億人程度の人口を維持するなどの中長期的な展望を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン」が策定されるとともに、まち・ひと・しごと創生法に基づき、５か年の目標や施策の基本的方

向等をまとめた、第１期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定されました。国の第１期

「総合戦略」では、「地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする」、「地方への新しいひとの

流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」及び「時代に合った地域を

つくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する」の４つを基本目標とし、取組が進

められてきました。 

また、えびの市においても、国のこうした枠組やまち・ひと・しごと創生法の趣旨を踏まえ、人口

減少問題を克服し、将来にわたって持続可能な地域社会を維持するべく、国や宮崎県の基

本的な考え方や方針を勘案し、第１期の「えびの市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し

ました。えびの市の第 1 期「総合戦略」では、国の 4 つの基本目標に沿って「多様な働き方が

実現できる ふるさとづくり」、「人が集い 選ばれる ふるさとづくり」、「希望をもって生涯設計で

きる ふるさとづくり」及び「いつまでも 住み続けたい ふるさとづくり」の４つの基本目標を掲げ、

各種施策を推進してきました。 

 

     

2. 第２期の総合戦略 

少子高齢化により人口減少が急速に進行している中、東京圏への一極集中の傾向が継

続し、若年層を中心として地方から東京圏に人口が流出していること等により、地方における

人口、特に生産年齢人口が減少しています。 

このため、地方においては、地域社会の担い手が減少しているだけでなく、消費市場が縮小

し地方の経済が縮小するなど、様々な社会的・経済的な課題が生じています。この状況が継

続すると、人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が更に人口減少を加速させ

るという負のスパイラルに陥ることが懸念されます。 

また、中山間地域や農山漁村等においては、日常の買い物や医療など地域住民の生活に

不可欠な生活サービスの維持・確保が困難になるおそれがあります。 

さらに、東京圏に人が一極集中している状態では、首都直下地震などの巨大災害による直
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接的な被害が大きくなるだけでなく、日本経済・社会全体が大きなダメージを受けることとなりま

す。 

以上のような人口減少や東京圏への一極集中がもたらす危機感を国と地方公共団体がし

っかりと共有したうえで、「継続は力なり」という姿勢を基本にし、地方創生の目指すべき将来に

向けて更に動きを加速させていく必要があります。 

また、人口減少は、その歯止めに時間を要し、歯止めをかけたとしても一定の人口減少が進

行していくと見込まれることから、生活・経済圏の維持・確保や、生産性の向上などに取り組み、

人口減少に適応した地域をつくる必要があります。 

このような中、国においては、2019 年 12 月、2020 年度を初年度とする 5 か年の第 2 期

の「総合戦略」が策定されました。国の第 2 期「総合戦略」においては、「稼ぐ地域をつくるととも

に、安心して働けるようにする」、「地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる」、

「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」及び「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的

な地域をつくる」の 4 つの基本目標と「多様な人材の活躍を推進する」及び「新しい時代の流

れを力にする」の２つの横断的な目標を掲げ、将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と、

「東京圏への一極集中」の是正を共に目指すこととしています。 

えびの市においても、まち・ひと・しごと創生法に基づき、国の「総合戦略」を勘案し、「第 2 期

えびの市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、地方創生の取組を継続して推進します。 

 

 

3. 期間 

第 2 期の総合戦略の推進期間は、令和 2 年度から令和 6 年度（2020 年度から 2024

年度）までの 5 年間とします。 

 

 

4. 総合戦略の位置づけ 

えびの市の人口ビジョン及び第 1 期総合戦略を踏まえ、今後 5 か年のえびの市の「基本目

標」や「施策方針」、各種施策を定めます。 

えびの市では、平成 24 年 3 月に「第 5 次えびの市総合計画」（期間：平成 24 年度～

令和 3 年度）を定めています。これは、えびの市のあるべき姿（将来像）を考え、その実現に

向け、市民とともにまちづくりを進めていくための総合的な指針を定めたものであり、その計画期

間や分野、範囲等は総合戦略とは異なっています。しかしながら、人口減少社会を踏まえた地

域の活性化のための計画であり、基本的な考え方は合致したものでもあるため、第 5 次えびの

市総合計画、総合計画を踏まえた各種計画等と調和を図りながら総合戦略を策定しました。 
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国の第 2 期「総合戦略」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※SDGｓ・・・Sustainable Development Goals の略であり、2015 年９月の国連サミットで採択された 2030

年を期限とする、先進国を含む国際社会全体の 17 の開発目標。なお、えびの市の総合戦略に掲げる基本目

標ごとに関連性のある目標のアイコンを表示している。   

※Society5.0・・・狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情   

報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指

すべき未来社会の姿として初めて提唱された。 
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5. 進捗管理 

総合戦略では、基本目標を設定するとともに、基本目標を実現するための具体的な各種施策について

重要業績評価指標（KPI）を設定します。 

また、策定した各種施策が確実に実行できるよう、年度ごとに PDCA 管理を行います。 

 

 

 

その際、下記の点に特に留意します。 

フェーズ 留意点 

Plan 
 一連の施策が、目指す目標に繋がっているのか 

 施策や事業の KPI は、達成可能なものか 

Do  どこまで進んでいるか 

Check  アウトカムが最終の目標に照らして十分か 

Action 
 ある施策で実施したことが効果的に次の施策に繋がっているか 

 必要があれば、施策の見直しを実施 

 

また、総合戦略策定に伴い、有識者や公募委員で組織した「えびの市まち・ひと・しごと創生推進会議」

において、総合戦略に基づき実施した事業について検証することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ KPI（重要業績評価指標）・・・Key Performance Indicator の略。施策の効果を検証する指標 
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第２章 えびの市の特性と目指すべき方向 

1. えびの市の地域特性 

 

えびの市は、えびの高原や霧島山をはじめとする多くの山々や高原に囲まれた自然豊かな市です。えびの

高原は、日本で初めて国立公園に指定された「霧島錦江湾国立公園」内にあり、一帯は「霧島ジオパーク」

として日本ジオパークに認定されています。約 34 万年前の大噴火でできた加久藤カルデラの盆地には、中

央に川内川が流れ、自然豊かな田園地帯が広がっています。この清らかな水と肥沃な土壌、気温の寒暖差

により地域一帯は、夏秋野菜等の豊富な農作物に恵まれ、特に県内外で高い評価を受けている「えびの産

米」や連続日本一の原動力となった「宮崎牛」の一大産地となっています。 

また、市内には、宮崎県唯一の温泉郷や豊かな自然に恵まれた観光地が数多くあり、田の神文化や牛

越祭り、打植祭、大太鼓踊りといった伝統文化も数多く残っています。さらに、古墳時代の中央政権（ヤマ

ト王権）との関わりを示す貴重な出土品が発掘された島内地下式横穴墓群や、島津氏が日向の伊東氏

と南九州の覇権をかけて雌雄を決した木崎原古戦場跡などの歴史遺産も多く、えびの市が、古代より南九

州の要衝の地であったことが伺えます。 

このように豊かな自然や農林畜産物、そして永い歴史の積み重ねの上に生まれた文化など、魅力ある地

域資源がえびの市には豊富にあります。 

 

また、えびの市は、宮崎、鹿児島、熊本の県境にあり、九州自動車道の分岐点に位置しています。県都

である宮崎市からは離れているものの、この地勢により、南九州の各拠点都市間や福岡・北九州などの大都

市圏を結ぶ交通や情報、人の交流拠点となっており、この地理的優位性を生かした産業振興や地域活性

化を推進してきました。 

 

えびの市がさらに活力のあるまちであり続けるためにも、この地理的優位性を生かした他の地域との連携は

欠かすことのできない視点です。えびの市では、中心市と周辺市町村が協定により生活に必要な機能を確

保し、人口の流出を防止する定住自立圏構想の実現を推進していくため、小林市と高原町と連携し「にし

もろ定住自立圏」の形成に取り組んでいるほか、環霧島会議、霧島ジオパーク推進連絡協議会、九州南

部「川と森」の県際交流推進会議などでの広域連携に取り組んできたところです。 

 

また、えびの市には、３つの自衛隊関連施設があり、「自衛隊のまち」としても発展してきました。中でも陸

上自衛隊えびの駐屯地は、西部方面の防衛の拠点施設として重要部隊が配備され、多くの隊員がえびの

市民として生活していたり、えびの市のまちづくりに積極的に参加したりするなど、えびの市には欠かせない存

在になっています。 

 

さらに、国際交流の取組や学園都市としての高等教育機関誘致により、これまで、多くの外国人が、えび

の市で暮らしたり、学んだりしてきました。えびの市の魅力を体験したことのある外国人の方が多くいることは、
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今後のえびの市の観光、産業、文化の振興に大いに寄与する可能性があります。 

 

一方、えびの市は、飯野町、加久藤町、真幸町が合併してできた市であり、その経緯から、公共施設が

各地区に点在していたり、商店街が分散し、小規模となっていたりする事例があります。公共施設等が市民

に身近なところにある反面、都市機能の集約ができずにいたり、大きなイベント等が開催できなかったりする面

があり、えびの市発展への課題となっています。 

 

えびの市の住民自治活動は、平成 24 年度までは「区・分区」という地縁による団体と、区・分区と一体

的に運営されてきた自治公民館組織により進められてきましたが、平成 25 年度に自治会制度に移行し、

住民自治の意識が高まりつつあります。また人口減少、少子高齢化により維持が困難になっている自治活

動を、地域の各種団体・組織や他の自治会との連携により地域全体で取り組む「地域運営協議会」を中

学校区ごとに設置し、地域住民が一体となり、主体的に自らの地域の活性化や地域の課題解決を図って

います。 

 

 

 

 

 

＜地域特性から得られる、えびの市の課題と強み＞ 

課題 強み 

 公共施設や商店街が分散 

 県都である宮崎市から遠い 

 豊富な地域資源 

 （豊かな自然や歴史遺産など） 

 交通の要衝 

（ヒト・モノ・情報などの交流拠点） 

 自衛隊のまち 

（多くの隊員と家族が市内在住） 

 国際交流のまち、外国人留学生 

（多くの外国人が本市の魅力を体験） 

 にしもろ定住自立圏・県境を越えた連携 

（各種分野での広域連携） 

 地域運営協議会 

（主体的に地域の活性化や地域の課題

解決を図るまちづくり協議会） 
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2. 人口ビジョンより得られる示唆 

 

えびの市の人口は、1950年以降、総じて減少傾向が続いており、2010年には2万1千人程度に落ち

込んでいます。 

また、人口構成を見てみると、老年人口が多く若年人口が少ない、逆ピラミッド型ともいうべき構造となって

います。 

 

                （出典）国勢調査 

図 1.総人口の推移 

 

 

 

（出典）2010 年 国勢調査 

図 2.えびの市 年齢別人口ピラミッド 

減少傾向 

UIJ ターンの影響か 

第 1 次ベビーブーム 

進学や就職に伴い 

市外へ流出 

(人) 

(人) 
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自然増減の状況を確認すると、死亡数が出生数を上回っており、高齢者の割合が影響していることが伺

えます。自然減による人口減少を食い止めるために、出生数の増加に加え、女性人口の減少を食い止める

必要があります。一方、えびの市の合計特殊出生率は、国や宮崎県と比較すると高い水準にあり、さらに高

めていくような施策が重要となります。 

 

 

（出典）国勢調査 

図 3.えびの市の自然増減 

 

 

（出典）えびの市 

図 4.えびの市の合計特殊出生率の推移 

(人) 

増加傾向 

減少傾向 

概ね増加傾向 

国や県より 

高い水準 
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（出典）えびの市 

図 5.えびの市の 15～49 歳女性人口の推移 

 

社会増減の状況は、図 6 のとおり、転出が転入を上回る社会減の状態が続いています。 

図 7 の年齢別の転出／転入数、図 8 の年齢別転入者－転出者を見ると、10 代や 20 代の若者が、

進学や就職を機に市外へ流出している実態が分かります。市内在住者の流出を防ぐため、就職支援、創

業支援などにより雇用の確保を行うことが重要であると考えられます。 

一方、60 代前後の特定年齢層では転入超過の状態になっており、これは市外からのＵＩＪターンに起

因するものと推察されます。今後、このＵＩＪターンを含めた移住促進の施策を推進していくことが、人口の

社会減を食い止めるために有効であると考えられます。 

 

 

 

 

減少傾向 

(人) 
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（出典）住民基本台帳 

図 6.えびの市の社会動態の推移 

 

 

（出典）住民基本台帳 

    図 7.えびの市 年齢別転出／転入数（2008 年～2014 年） 

 

 

（出典）住民基本台帳 

     図 8.えびの市 年齢別転入者－転出者（2008 年～2014 年） 

2011 年度以外は 

転出超過 

自衛隊駐屯地への転入増 

転出超過 

転入超過 

(人) 

(人) 

(人) 
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えびの市の滞在人口については、鹿児島県湧水町を除き、都城市や鹿児島市を中心に、総じてえびの

市を訪れるよりも、その市町村へ出かけていく方が多くなっています。 

平日は勤務目的、休日はレジャー目的と推察されますが、えびの市の場合は、とりわけ休日に他の市町

村へ出かけていく人数の方が多くなっています。レジャー面も含めた、交流人口の増加がえびの市の活性化に

向けて一つの課題と考えられ、そのためにも、外部への認知度向上に努めることが重要となります。 

 

 
（出典）RESAS 観光マップ From-to 分析（滞在人口）：株式会社 Agoop「流動人口データ」 

＊滞在人口数は、各都市からのえびの市への滞在人口と、えびの市から各都市への滞在人口数の差分を抽出したもの。 

なお、宮崎市への流出人口は多いと想定されるものの、RESAS 上で確認できず。 

図 9.滞在人口数（2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）えびの市 

図 10.えびの市を訪れる観光客の推移 

口蹄疫、新燃岳の影響 

減少傾向 

(単位：人) 
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続いて、えびの市の産業別就業者構成比を見ると、第 1 次産業の割合が、国や宮崎県と比べて極めて

大きくなっています。第 1 次産業の割合が、第 2 次産業を上回っているのも特徴です。これは、農業や畜産

業といった第 1 次産業が、えびの市の経済にとって、重要な地位を占めていることを示しています。 

 
（出典）2010 年 国勢調査 

図 11.えびの市の産業別就業者構成比（2010 年） 

 

 

 

 

 

＜人口ビジョンから得られる、えびの市の課題と強み＞ 

課題 強み 

 人口の社会減 

 進学・就職を機に、市外へ転出 

 人口の自然減 

 出生数低下 

 女性人口の減少 

 交流人口の伸び悩み 

 観光客の伸び悩み 

 国や県と比べ、出生率が高い 

 第 1 次産業従事者が多い 
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3. 第 1 期総合戦略推進期間におけるえびの市の人口推移等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口推移】

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

男性 9,208 9,059 8,858 8,718 8,569

女性 10,330 10,142 9,946 9,755 9,554

合計 19,538 19,201 18,804 18,473 18,123

※10月1日現在の人口（単位：人）
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【社会動態】 （単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

転入 984 962 843 891

転出 1,149 1,023 1,020 953

増減 -165 -61 -177 -62

【自然動態】 （単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

出生 112 128 97 112

死亡 351 380 350 359

増減 -239 -252 -253 -247
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【合計特殊出生率】 
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4. えびの市の目指すべき方向 

 

えびの市の地域特性や人口ビジョンから得られた示唆を踏まえ、えびの市が目指すべき方向性を定め、基

本目標を導出します。 

 

えびの市は、豊かな自然を生かした農林畜産業が、長年、市の基幹産業となってきました。また、えびの

市は交通の要衝に位置しており、この好立地を生かした企業誘致にも力を入れ、産業の振興を図ってきまし

た。今後も、農林畜産業の振興に加え、外部からの企業誘致や創業・起業が、地域経済を押し上げ、ひい

ては雇用の拡大へと繋がっていくものと考えます。 

一方、えびの市では、転出者の増加に伴う人口の社会減が進展しています。とりわけ、進学・就職を機と

した市外への転出が多いのが現状です。このような状況を踏まえ、今後も地域の自立と活性化を目指す上

では、まちの活力となる産業の振興、また雇用の安定化が、より重要性を増しているものと考えます。えびの

市の豊かな自然や培われてきた産業、文化などあらゆる地域資源をまちの活力として最大限に発揮すること

で、えびの市の魅力をさらに高め、転出者の減少や転入者の増加に繋げていきます。 

以上より、施策の基本的方向として「地域資源や地の利を生かした産業振興や企業誘致を行い、安定

した雇用と働き方を創出する」とし、１つ目の基本目標を「多様な働き方が実現できる ふるさとづくり」と定め

ます。 

 

次に、えびの市の魅力を外部に積極的に発信し、交流人口増加や移住促進を推し進めていきます。えび

の市の有する豊かな自然や歴史文化といった地域資源は、他の地域にない魅力を持っています。この地域

資源を大いに活用し、地域経済の活性化、そして地元住民の生活向上に繋げていきます。 

えびの市の観光客は、近年の新燃岳や硫黄山の火山活動などの影響もあり、伸び悩んでいますが、国内

でのインバウンド観光の進展や道の駅えびのを拠点とした交流人口の増加など、新たな可能性も見え始めて

います。観光資源の整備や、昨今、国で推進の検討を始めた民泊の活用などにより、交流人口の増加を図

っていきます。 

また、若年層の流出により人口の社会減が進んでいますが、一方で 60 代前後の特定年齢層では転入

が転出を上回っています。これは、ＵＩＪターンで市外から転入している等の原因が考えられますが、さらに

市外向けにＵＩＪターンを含めた移住促進の施策を行うことが、人口の社会減を食い止め、地域を発展さ

せるために有効であると考えています。 

以上より、施策の基本的方向として「えびのの魅力を積極的に発信し、交流人口の増加や移住促進を

図る」とし、２つ目の基本目標を「人が集い 選ばれる ふるさとづくり」と定めます。 

 

 

 

 

 

   ※ インバウンド観光・・・一般的に訪日外国人観光のこと。 
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日本は少子・高齢化が進み、2008 年より、いわゆる人口減少社会に突入しました。えびの市においても

例外ではなく、人口ビジョンの分析のとおり、出生数を上回る死亡数や女性人口の減少により、人口の自然

減が拡大しています。合計特殊出生率については、国や県と比べて高い水準を維持していますが、さらに高

めていく施策が重要です。 

このような社会情勢の中でも、子や孫たちがこれからも安心してえびの市で暮らしていけるよう、地域が一

体となり出会い、結婚、妊娠、出産、子育てといったライフステージに応じた切れ目のない支援を行っていくこ

とは、欠かすことのできない施策です。また、現世代にとどまらず、次の世代においても郷土の未来を担える人

材が育成できるよう、教育に力を入れていきます。 

以上より、施策の基本的方向として「出会い、結婚、妊娠、出産、子育てのライフステージに応じた切れ

目のない支援を行う」とし、３つ目の基本目標を「希望をもって生涯設計できる ふるさとづくり」と定めます。 

 

えびの市は、飯野町、加久藤町、真幸町の三町が合併してできた経緯から、公共施設や商店街が分散

しているなどの事例があります。地域特性に応じた都市機能の発揮や将来的な公共施設の維持管理を踏

まえたまちづくりを考慮する必要があるほか、公共交通機関の維持・充実等による交通インフラの整備や生

活全般におけるインフラの整備を通じ、さらに魅力的なまちづくりを進めていきます。また、地域福祉や防災等

の観点から地域内でのコミュニティ強化を図るとともに、にしもろ定住自立圏をはじめとする市外との広域連携

についても、今後ますます重要であると考えます。 

以上より、施策の基本的方向として「生活環境整備や地域内外の連携を深めることで、安心安全で住

みよいまちづくりを進める」とし、４つ目の基本目標を「いつまでも 住み続けたい ふるさとづくり」と定めます。 

 

今後 5 年間、えびの市の目指すべき方向を踏まえて定めた、この４つの基本目標に沿い、各種具体的な

施策を推進していきます。 

 

なお、これら４つの基本目標の実現には、えびの市の魅力・強みである「自然」と「人」をキーワードに、「～

自然を生かし 人を生かし 自然の恵みと人の力で ふるさと創生～」の視点をもって施策推進に当たること

とします。 
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＜課題・強みから導き出された、基本目標の方向性＞ 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
＜基本目標及び施策方針＞ 

～自然を生かし 人を生かし 自然の恵みと人の力で ふるさと創生～ 
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第３章 基本目標及び具体的な施策 

1. 基本目標１  「多様な働き方が実現できる ふるさとづくり」 

 

 

                         

                      ※関連性のある SDGｓ（持続可能な開発目標）  

     

  ■数値目標 ※基準値（現状値）及び目標値において、複数年で記載しているものはその間の累計の値。 

指標 基準値（現状値） 目標値 

市内総生産 618.2 億円（H27） 704 億円（Ｒ6） 

 

【基本的方向】 

地域資源や地の利を生かした産業振興や企業誘致を行い、安定した雇用と働き方を創出

する 

 

えびの市の基幹産業は、農林畜産業であり、その維持・発展は、えびの市にとって欠かすこと

ができません。えびの市の豊かな地域資源を生かし、生産物の高付加価値化や６次産業化、 

ブランド構築など、販売強化に向けた取組を推進していきます。また、農業従事者の減少や高

齢化による担い手不足が深刻化して生産基盤の弱体化が進む中で、えびのの農林畜産業を

担いそして将来を切り拓く人材の育成・確保への支援、持続可能な経営への転換など、生産

基盤を強化する取組を行い、農林畜産業の振興を図ります。 

地域資源や地の利を生かして、創業支援を含む幅広い地場産業振興施策等を産学官民

で連携して推進します。 

また、えびの市の地理的優位性を生かした立地や、造成中の産業団地への立地を進めるな

ど、積極的な企業立地活動に努めます。また、それにより市民が望む多種多様な働く場の確

保を進め、地域活性化を図っていきます。 

そして、生産年齢人口の減少に伴い、喫緊の課題である雇用の安定を図るため、産業振

興による雇用拡大に取り組むほか、人材マッチングの推進施策を同時に行っていきます。 

 

施策方針１－１ 基幹産業である農林畜産業を維持・発展させる 

 豊かな自然に囲まれたえびの市の特性が生きる農林畜産業を、えびの市の基幹産業として

しっかりと維持、発展させていくことは、えびの市の将来に不可欠なことです。 

 国際的な自由貿易協定の進展により、農林畜産業は新たな時代を迎えようとしています。

えびの市の農林畜産業の明るい未来を切り拓きつつ、長年、培われてきた農林畜産業を次の
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世代に引き継いで行くために様々な事業を行っていきます。 

 

【施策①】新規就農者・後継者の確保・育成 

農業新時代を担う新たな担い手を育成・確保していくことが、農林畜産業の明るい未来を

切り拓きます。農業経営の安定や規模拡大等に対する各種施策を行うことで新規就農者や

後継者を確保・育成するとともに、これまで受け継がれてきた篤農家の有する知識・技術や農

地・施設等を次の世代に継承することにより、農林畜産業の維持発展を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●新規就農者（農業後継者含む）確保・育成事業  ●農業継承事業 

 ●林業活性化事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

新規就農者数 21 人（Ｈ27～30） 25 人（Ｒ2～6） 

総農家数 2,261 戸（Ｈ30） 2,000 戸（Ｒ6） 

新規林業就労者数（地域おこし

協力隊制度によるもの） 

1 人（H27～30） 5 人（R2～6） 

 

【施策②】農林畜産業 経営向上の支援 

 国際競争に対応できる強い農林畜産業を目指して、経営感覚に優れた農家の育成強化、

及び集落営農の組織化又は法人化等を推進するとともに、労働力不足の軽減や作業効率

の向上、品質管理の充実、農林畜産物の付加価値化を行って、経営力の向上を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●担い手対策推進事業  ●意欲ある担い手支援事業  ●農産園芸振興対策事業 

 ●集落営農活動支援事業  ●農畜産物ＰＲ事業  ●肉用牛振興対策事業 

 ●６次産業化支援事業  ●道の駅運営事業  ●スマート農業推進事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

農林畜産業粗生産額 258 億円（H30) 258 億円（R6） 

6 次化総合化事業計画の認定件数 3 件（H27～R1） 5 件（R2～6） 

道の駅えびの年間売上額 5.6 億円（H30） 8.0 億円（R6） 
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施策方針１－２ 南九州の真ん中という地の利を生かした企業誘致を進める 

えびの市は、宮崎・鹿児島・熊本の県境にあり、九州自動車道と宮崎自動車道の分岐点

に位置しています。この地勢により、南九州の各拠点都市間や福岡・北九州などの大都市圏

を結ぶ交通や情報、人の交流拠点となっており、この地理的優位性を生かした産業振興や地

域活性化を推進してきました。 

引き続き、南九州の真ん中という地の利を生かした企業立地と産業団地の完成を見込んだ

企業立地を積極的に行い、魅力的な産業の立地を進めていきます。また、多種多様な業種

による就職先の拡大を図ることで地域の活性化を更に推進していきます。 

 

【施策③】企業立地の推進 

魅力的な産業や就職先を増やし、地域経済の活性化や雇用の拡大に繋げていくことが重

要です。そのためにも企業ニーズに配慮した環境を整備し、企業立地を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●企業立地推進事業  ●立地企業支援事業  ●産業用地等確保事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

立地企業による新規雇用者数 88 人（H26～30） 300 人（R2～6） 

企業立地件数 10 件（H26～30） 15 件 （R2～6） 

 

施策方針１－３ 創業を含めた地場産業支援を行う 

えびの市では、九州自動車道等の交通利便性と南九州の中心に位置するという立地を生

かした様々な企業・経済活動が行われています。それらの地場産業に対し、販路拡大や経営

安定化などの支援を行っていきます。また、新規創業に対しても積極的な支援を行い、地域

経済の発展、更には新規雇用の創出を図ります。 

 

【施策④】新規創業支援 

新規創業は、地域経済活性化や雇用拡大へ直結します。ヒト・モノ・カネ・情報の様々な

面から新規創業を支援し、しごとの創出と雇用の確保を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●創業支援機関連携・ワンストップ化事業  ●創業環境整備・支援事業 

 ●空き施設情報提供事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

創業数 14 件 (H30）   15 件（R6） 

空き施設利用件数 10 件 (H27～30） 15 件（R2～6） 
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【施策⑤】地場産業育成支援 

既存の地場中小企業においても、事業承継や経営安定化、生産性向上を軸に様々な面

で支援を行い、地域経済の発展や雇用拡大を図っていきます。 

〈主な事業〉  

 ●事業承継支援事業  ●経営安定化支援事業  ●小規模事業者支援事業 

 ●販路開拓支援事業   

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

事業承継 個別相談件数 7 件（H27～30） 20 件（R2～6） 

中小企業融資利用件数 21 件（H30） 30 件（R6） 

ブランド認証数 15 件（H28～30） 15 件（R2～6） 

 

施策方針１－４ 人材マッチング等を通し、多様な人材の就業機会を支援する 

高校・大学卒業者等、若者に対する就職支援及び高齢者に対する就労支援など、幅広

い年齢層に対し、様々な形で人材マッチング支援を行うことで、転出抑制や定住促進を図りま

す。 

 

【施策⑥】企業との人材マッチング 

多様な人材の確保について地元の就職先の情報発信を十分に行うことで地元企業の認知

度を向上させ、雇用する事業者と労働者のミスマッチを解消していくことが重要です。それを通じ

て、市内での就職及び定住促進、そして若年層の転出抑制を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●専門職（介護・看護・保育等）確保支援事業  ●就職説明会等支援事業 

 ●企業訪問・体験支援事業  ●企業人材確保支援事業  ●ふるさとハローワーク事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

専門職就職者数 保育士 21 人 

（H27～30） 

介護福祉士 16 人 

（H28～30） 

看護師 10 人 

（H28～30） 

保育士 40 人 

（R2～6） 

介護福祉士 30 人 

（R2～6） 

看護師 40 人 

（R2～6） 

就職説明会等参加者数 16 人（H30） 30 人（R6） 

市内高校新卒者の就職人数 5 人（H30） 10 人（R6） 

マッチング数 4 人（H30） 20 人（R6） 
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2. 基本目標２  「人が集い 選ばれる ふるさとづくり」 

 

 

 

                        ※関連性のある SDGｓ（持続可能な開発目標） 

 

  ■数値目標 

指標 基準値（現状値） 目標値 

えびの市観光入込客数 165 万人（H30） 170 万人（Ｒ6） 

市の制度活用による移住世帯数 123 世帯（H26～30） 150 世帯（Ｒ2～6） 

 

【基本的方向】 

 えびのの魅力を積極的に発信し、交流人口の増加や移住促進を図る 

 

えびの市は、霧島ジオパークの核心地であるえびの高原（霧島錦江湾国立公園）をはじめ、

京町温泉・吉田温泉・白鳥温泉などの温泉や南九州特有の田の神文化、牛越祭り、打植

祭、大太鼓踊りなどの伝統文化、島内地下式横穴墓群や木崎原古戦場跡に代表される歴

史遺産など、多様な観光資源があります。それらの多様な観光資源を更に磨くとともに、その魅

力を国内外に積極的に発信していきます。 

また、南九州の「真ん中」としての地理的優位性を生かして、イベントや会議等の誘致、農

家民泊やスポーツ合宿等の推進、道の駅えびのを拠点とした交流拡大を通じた交流人口の増

加を図るとともに、ワンストップ型の相談窓口の設置、空き家・空き地の有効活用、移住希望

者のニーズに対応した支援策などにより移住促進に繋げていきます。さらに、都市部在住者等

が継続的に多様な形でえびの市に関わる関係人口の創出・拡大を図ります。 

 

施策方針２－１ 地域資源を再認識の上、様々な方法による情報発信を行う 

えびの市の多様な地域資源を再認識し、市ホームページやニーズに応じたＳＮＳ（ソーシ

ャル・ネットワーキング・サービス）を活用することで情報発信を強化し、えびの市の認知度を全

国的に高め、交流人口の増加やＵＩＪターンを含めた移住促進、地域と多様な関わり合い

を持つ関係人口の創出・拡大を図っていきます。 

また、えびの市単独あるいは、近隣自治体との広域連携で、地域の魅力を発信します。さら

に、広域キャンペーン事業や現地エージェントへのセールスなどにより国内外でＰＲを図ります。 
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【施策①】シティセールス・シティプロモーションの推進 

市民及び国内外の人々から選ばれる自治体となることを目指し、地域資源の再発見・再認

識をし、えびの市の認知度及び魅力を向上させるために効果的な情報発信を行います。また、

えびのの良さを移住者、転入者から発信することにより、受け手の共感を高めるなどの取組を強

化します。そして、交通の要衝という地の利などを生かし、交流人口の増加や移住促進、関係

人口の創出・拡大に繋げていきます。 

〈主な事業〉 

   ●情報発信強化事業  ●シティセールス推進事業  ●ふるさと納税推進事業  

●プロモーション活動事業 ●イメージ戦略展開事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

市の HP の年間アクセス数 203,436 件（H30） 300,000 件（R6） 

Facebook ページのファン数 2,103 件（H30） 2,700 件（R6） 

報道機関への取材依頼件数 69 件（H30） 120 件（R6） 

ふるさと納税寄附件数/金額 

 

27,258 件/4.1 億円

（H30） 

27,000 件/4.5 億円

（R6） 

えびの市観光入込客数（再掲） 165 万人（H30） 170 万人（R6） 

 

施策方針２－２ 観光振興や農家民泊・スポーツ合宿等を通じた交流人口増加を図る 

えびの市の山と水、米と肉、温泉など、これまで育ててきた地域の優位的資源を最大限に

生かして観光を推進し、地域経済全体を活性化するため、これらの観光コンテンツを総合的に

プロデュースし、物産の振興及び国内外からの旅行者の来訪を促すための受入環境を整備し

ます。 

 

【施策②】観光資源の活用と観光振興 

国立公園、霧島ジオパークをはじめとする価値ある自然などの地域資源の磨き上げにより魅

力を高め、来訪者が快適に観光を満喫できる環境を整備する必要があります。このため、受入

環境の整備を推進していくとともに、魅力的な観光資源として磨き上げ、観光客の増加が産

業・雇用の創出とともにＵＩＪターン促進などの交流・滞在人口の増加や、インバウンド拡大

に資する取組に繋がるよう「まちの賑わい創出」等の人の流れの形成を図っていきます。 

〈主な事業〉 

 ●地域資源の発掘・磨き上げ・受入環境整備事業  ●文化財等活用事業 

 ●地域資源を活用したコンテンツづくり事業 ●多言語対応充実事業 
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重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

特定地域への観光入込客数（え

びの高原・京町温泉・白鳥温泉） 

78 万人（H30） 81 万人（R6） 

道の駅来場者数 67 万人（H30） 77 万人（R6） 

 

【施策③】多様な地域の資源を活用したツーリズムの推進 

加久藤カルデラの地形を利用したスポーツ環境の優位性を生かし、スポーツ合宿や受入体

制のマネジメントについての機能強化を図り、新たなスポーツ大会の誘致や滞在型スポーツ合

宿の開催、高校・大学等への誘致活動に取り組むほか、地域風土に根差した農業や食を軸

にした体験型ツーリズムを推進します。 

さらに、サイクルイベントの開催やサイクリストにやさしい環境づくりを行い、地域内外からの誘

客推進や市民の自転車利用促進等を図ることにより、「自転車を活用したまちづくり」を推進し

ます。 

〈主な事業〉 

     ●体育施設整備事業  ●アウトドアシティ推進事業  ●スポーツツーリズム推進事業 

    ●自転車によるまちづくり推進事業  ●北きりしま魅力創造事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

スポーツ合宿受入者数 2,223 人（H30） 2,500 人（R6） 

体育施設利用者数 190,135 人（H30） 202,000 人（R6） 

サイクリングイベント実施回数 ― 2 回（R6） 

体験型メニュー数 ― 5 件（R6） 

北きりしま体験ツアー参加者数 1,764 人（H30） 2,000 人（R6） 

 

【施策④】えびの版 DMO を核とする魅力ある観光地づくり 

 今後のえびの市の観光振興にあたっては、観光業だけの枠組で捉えるのではなく、関連する

食文化、農林業、商工業など全産業総参加の新たな観光推進組織である「えびの版ＤＭ

Ｏ」を模索し構築します。 

 えびの版ＤＭＯへの移行にあたっては、農商工観連携の活動、地域づくり活動とも連携し、

地元特産品のブランド化にも寄与する活動展開を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●えびの版 DMO 形成推進事業 
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重要業績評価指数（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

えびの版 DMO 組織数 ― 1 組織 

 

施策方針２－３ ＵＩＪターン支援等による移住・定住の促進を図る 

近年、田舎暮らしを求めて都市部から地方への移住や二地域居住を希望する傾向が高ま

っています。このような中、えびの市で暮らすことによる魅力を知ってもらうため、県や西諸地域で

連携して行う都市部での移住相談会の開催や定住促進サイト・ＳＮＳを活用した情報発信

などのＰＲ活動を積極的に行います。 

また、空き家バンク制度等の既存の移住・定住支援策の充実を図るとともに、移住希望者

等のニーズに応じた効率的かつ効果的な新たな支援策を導入することにより、移住・定住の促

進に繋げ、人口減少の進行スピードを緩やかなものとします。 

 

【施策⑤】移住・定住の推進 

えびので暮らす魅力を市内外に幅広く周知するとともに、移住・定住に繋げるためのニーズに

応じた各種支援策を推進します。 

〈主な事業〉 

 ●移住・定住推進事業   ●空き家活用推進事業  ●住宅取得等支援事業 

 ●地域おこし協力隊活用事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

移住希望者の相談件数 870 件（H26～30） 1,000 件（R2～6） 

空き家バンク新規登録物件数 123 件（H26～30） 125 件（R2～6） 

地域おこし協力隊員数 10 人（H26～30） 10 人（R2～6） 

市の制度活用による移住世帯数

（再掲） 

123 世帯（H26～30） 150 世帯（Ｒ2～6） 
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3. 基本目標３  「希望をもって生涯設計できる ふるさとづくり」 

 

 

 

                                   ※関連性のある SDGｓ 

（持続可能な開発目標） 

  ■数値目標 

指標 基準値（現状値） 目標値 

合計特殊出生率 1.71（H30） 2.07（Ｒ6） 

 

【基本的方向】 

 出会い、結婚、妊娠、出産、子育てのライフステージに応じた切れ目のない支援を行う 

 

男女の出会いや結婚、妊娠、出産、子育てなどのライフステージに応じた支援を、切れ目な

く、そして地域社会全体で実施していくことで、安心して子どもを生み育てられる環境づくりを推

進します。それらの施策の推進により若年層や子育て世代の人口増に繋げます。 

えびの市の未来を担う子どもたちが、郷土を大切する心、お互いの人権を尊重する心を、心

の軸として持つよう、また、柔軟な国際感覚にあふれ、新たな時代を担っていく熱意をもち、心

身ともに健やかで、個性ある人材となるよう、教育の充実を図ります。 

 

施策方針３－１ 出会いの場を提供し、縁活・婚活を推進する 

未婚率の高さや晩婚化は、少子化、更には人口減少へと繋がる可能性があります。このた

め、えびの市では、出会いの場の創出を積極的に支援するとともに、結婚に対する支援を行い

ます。 

また、他自治体と連携した独身男女の出会いの場の創出に取り組みます。 

 

【施策①】出会いや結婚に対する支援 

出会いは、結婚、妊娠、出産への欠かせない第一歩です。まずは、出会いの場の創出を積

極的に支援するとともに、結婚に対する支援を行い、新婚世帯の定住や出産等による人口増

加を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●出会い創出支援事業  ●新婚世帯支援事業 
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重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

男女の出会いの場創出支援回数 2 回（H30） 3 回（R6） 

結婚サポートセンター登録者数 11 人（H30） 15 人（R6） 

新規新婚世帯家賃助成利用件数 78 件（H27～30） 145 件（R2～6） 

 

施策方針３－２ 子育てしやすい環境づくりを推進する 

社会経済状況の変化により、共働き家庭が増加する等ワークスタイルやライフスタイルの多

様化により、子育て支援施策や教育・保育環境の充実等、安心して子育てできる環境づくり

が求められています。また、子育てにかかる経済的な負担軽減の支援を図ることが必要となって

います。 

妊娠や出産、育児にかかる子育て家庭の負担の軽減を図り、安心して子どもを生み育てら

れる環境づくりを推進していきます。 

 

【施策②】妊娠・出産・育児の負担軽減 

妊娠や出産・育児に対する支援とともに、出産や育児にかかる様々な負担感や不安を軽

減し、安心して子どもを生み育てられるよう経済的支援をはじめとした各種支援を行います。 

〈主な事業〉 

 ●不妊治療支援事業  ●妊婦・乳幼児・育児等健康診査事業 

 ●予防接種事業  ●母子健康包括支援事業  ●妊産婦支援事業 

 ●医療費助成事業  ●保育料及び副食費無料化事業  ●子どもの貧困対策事業 

 ●乳児家庭支援事業   

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

3 か月児健康診査受診率 94.4％（H30） 97.0％（R6） 

1 歳 6 か月児健康診査受診率 96.5％（H30） 97.0％（R6） 

3 歳児健康診査受診率 89.4％（H30） 93.0％（R6） 

第 3 子以降保育料及び副食費無

料化の多子世帯児童数 

102 人（H30） 160 人（R6） 

 

【施策③】安心して子育てできる環境の充実 

安心して子育てができる環境づくりを推進するため、教育・保育事業はもちろん各種子育て

支援施策の充実を図り、子育て世代の定住促進を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●病後児保育事業  ●専門職（看護・保育等）確保支援事業（再掲） 

 ●教育・保育施設整備事業  ●子育て支援事業 
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重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

待機児童数（保育所等） 0 人（H30） 0 人（R6） 

待機児童数（放課後児童クラブ） 24 人（H30） 0 人（R6） 

専門職就職者数（再掲） 保育士 21 人 

（H27～30） 

看護師 10 人 

（H28～30） 

保育士 40 人 

（R2～6） 

看護師 40 人 

（R2～6） 

 

【施策④】男女共同参画の推進 

 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動

に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益

を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を実現するために、男女共同参画の意

識づくりや、固定的性別役割分担意識の解消を図るための啓発を進めます。 

〈主な事業〉 

 ●男女共同参画推進事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

社会全体で男女が平等になってい

ると感じる市民の割合 

17.5％（H29） 30.0％（R6） 

固定的性別役割分担意識（「男

は仕事、女は家庭」という考え）に

とらわれない市民の割合 

55.5％（H29） 60.0％（R6） 

男女共同参画が推進されていると

思う市民の割合 

17.8％（H29） 40.0％（R6） 

えびの市男女共同参画推進条例

を知っている人の割合 

53.2％（H29） 80.0％（R6） 

 

施策方針３－３ 質の高い教育を行い、郷土を担う人材を育成する 

未来を担う人材を育成する取組として、社会の急速な変化に対応できる子どもたちの「生き

る力」を伸ばす教育の推進を図ることが必要です。そのため、小学校における英語の教科化等

に対応した教育環境の整備や、子どもたち個々に応じた指導による「確かな学力」を育むことに

より、郷土に対する誇りを持つ人材となれるよう、質の高い教育を行っていきます。 
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【施策⑤】教育環境の充実 

徹底した学力向上と郷土に貢献する人材の育成を図るため、教育環境の整備や就学支

援の充実を図ります。 

〈主な事業〉 

 ●少人数学級編制事業  ●ICT 教育環境整備事業  ●学校施設整備事業 

 ●幼保小連携・接続推進事業  ●小中高一貫教育推進事業 

 ●適応指導教室事業  ●特別支援教育支援員配置事業 

 ●郷土愛育成事業  ●飯野高等学校支援事業  ●国際交流・体験事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

学校が楽しいと感じる子どもの割合 

（小学校/中学校） 

84.9％ / 83.6％ 

（H30） 

100％ / 100％ 

（R6） 

老朽校舎改修率 67.9％（H30） 75.0％（R6） 

プール改修率 62.5％（H30） 100％（R6） 

洋式トイレ整備率（小中学校） 51.8％（H30） 69.9％（R6） 

児童生徒用情報端末整備率 5.2 人/台（H30） 1 人/台（R6） 
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4. 基本目標４  「いつまでも 住み続けたい ふるさとづくり」 

 

 

                                    ※関連性のある SDGｓ 

（持続可能な開発目標） 

 

  ■数値目標 

指標 基準値（現状値） 目標値 

住みよいまちだと思う市民の割合 78.8％（H30） 90.0％（Ｒ6） 

 

【基本的方向】 

 生活環境整備や地域内外の連携を深めることで、安心安全で住みよいまちづくりを進める 

 

市民活動及び経済活動が円滑に行えるよう、生活・交通インフラの充実を図るとともに地域

の防災力を高め、安心して暮らせる地域づくりを行います。また、地域内のコミュニティの強化及

び他地域との広域連携を推進し、地域の活性化を図ります。 

  

施策方針４－１ 生活環境整備を通じ、住みよいまちづくりを進める 

人口減少により、医療機関や公共交通機関の維持が困難になってきていますが、地域医

療体制の充実や移動手段の維持確保は、住みよいまちづくりに欠かせない課題です。 

このような生活環境を整備するとともに、今後も増加が予想される空き家の対策等を通じて

住居に対する不安を払拭し、魅力的な住みよいまちづくりを推進していきます。 

 

【施策①】生活環境の整備 

生活インフラや、公共交通機関をはじめとする交通インフラが十分でないことが、市外へ転出

する一因となっている可能性もあります。生活インフラや交通インフラの整備を行い、住みよいま

ちづくりを推進し、転出抑制、定住促進を図ります。 

〈主な事業〉 

●交通空白地移動支援事業  ●公共交通支援事業  ●空き家管理推進事業 

●地域医療支援事業  ●安心・安全なまちづくり推進事業  ●生活支援体制整備事業   

●専門職（介護・看護・保育等）確保支援事業（再掲） 
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重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

空き家バンク新規登録物件数

（再掲） 

123 件（H26～30） 125 件（R2～６） 

専門職就職者数（再掲） 保育士 21 人 

（H27～30） 

介護福祉士 16 人 

（H28～30） 

看護師 10 人 

（H28～30） 

保育士 40 人 

（R2～6） 

介護福祉士 30 人 

（R2～6） 

看護師 40 人 

（R2～6） 

吉都線の平均乗車人員（人/日） 465 人（H30） 480 人（R6） 

路線バスの乗車人員（年間） 32,538/年 

（H30.10.1～R1.9.30） 

32,000/年 

（R5.10.1～R6.9.30） 

生活支援ボランティアの育成者数 ― 240 人（R6） 

 

施策方針４－２ 地域コミュニティ等を強化し、地域の絆を深める 

少子高齢化や核家族などにより、身近な地域における住民同士のつながりが希薄化してい

ます。しかし一方で、福祉や防災、また災害等の非常時において、地域の絆は欠かすことので

きないものです。 

日常的に地域の絆を深め、地域の課題は地域に暮らす住民同士の支え合いで解決するこ

とができるよう、コミュニティの強化及び住民自治の推進を図ります。 

 

【施策②】地域コミュニティ等の強化 

地域コミュニティや市民活動の支援を強化し、地域住民主体による地域支え合い活動によ

る持続可能な地域社会づくりを図り、転出抑制や定住促進に繋げます。 

〈主な事業〉 

 ●地域運営協議会支援事業  ●集落支援事業 

 ●地域おこし協力隊活用事業（再掲）  ●NPO・市民団体等支援事業 

 ●市民提案型事業  ●郷土芸能保存事業  ●地域福祉推進事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

市民活動支援センター活用団体数 11 団体（H30） 20 団体（R6） 

地域支え合い事業実施自治会数 50 自治会（H30） 64 自治会（R6） 

地域おこし協力隊員数（再掲） 10 人（H26～30） 10 人（R2～6） 
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施策方針４－３ 高齢者等の生きがいづくりを行い、住み続けたいまちづくりを進める 

人口の構成比で高い割合を示す高齢者に対して、高齢者クラブ活動を通じた生きがいや

健康づくりの施策を行います。また、高齢者が元気に活躍してもらうことで、シルバー人材センタ

ーと連携し、その知識や経験を地域での生活やボランティア活動などの活躍の場に繋げることが

できる、そのような住み続けたいまちづくりを進めます。 

 

【施策③】健康長寿社会の実現 

えびの市では、若年層の減少により今後も高齢化は進行していくことを見据え、そのような

環境下においても、市民が住み慣れた地域で支え合い、安心して、健康に暮らせるよう、より

良い社会、より良い地域づくりを推進します。また、高齢期になっても社会参加等を通して生き

がいをもって暮らし続けられるよう、高齢者クラブやシルバー人材センターの連携を推進するとと

もに、新しい知識の習得や魅力あるまちづくりに貢献できる生涯学習を推進します。 

〈主な事業〉 

 ●各種サポーター養成事業    ●世代間交流体験活動事業 

 ●地域活性化活動奨励事業  ●高齢者生活支援対策事業 

 ●福祉サービス事業          ●高齢者生きがいづくり・健康づくり事業 

 ●生涯学習推進事業        ●各種健（検）診等事業 

 ●専門職（介護・看護等）確保支援事業（再掲）  

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

百歳体操実施会場数 61 会場（H30） 66 会場（R6） 

介護予防サポーター養成数 385 人（H30） 481 人（R6） 

認知症サポーター養成数 1,747 人（H30） 2,407 人（R6） 

世代間交流体験活動事業数 129 件（H30） 130 件（R6） 

地域活性化活動奨励事業数 67 件（30） 70 件（R6） 

高齢者クラブ数・会員数 49 クラブ/1,693 人 

（H30） 

55 クラブ/1,850 人 

（R6） 

シルバー人材センター 

会員数/就業延べ人日 

179 人/14,836 人日 

（H30） 

230 人/21,800 人日 

（R6） 

小菜園づくり事業実施自治会数 新規 1・継続 3 自治会 

（H30） 

新規 2・継続 6 自治会 

（R6） 

特定健診受診率 34.1％（H30） 60.0％（R6） 

胃がん検診受診率 3.2％（Ｈ30） 6.4％（R6） 

大腸がん検診受診率 8.2％（Ｈ30） 8.6％（R6） 
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肺がん検診受診率 4.4％（H30） 4.7％（R6） 

子宮がん検診受診率 12.3％（Ｈ30） 17.0％（R6） 

乳がん検診受診率 8.7％（Ｈ30） 12.4％（R6） 

専門職就職者数（再掲） 介護福祉士 16 人 

（H28～30） 

看護師 10 人 

（H28～30） 

介護福祉士 30 人 

（R2～6） 

看護師 40 人 

（R2～6） 

 

施策方針４－４ 防災力を高め、安心安全な住みよいまちづくりを進める 

災害に対して平常時からの備えを強化し、災害が発生した場合には地域でお互いが助け

合うことが非常に重要となっています。このため、地域住民がお互いに助け合う「共助」を確立

するとともに、地域における防災活動等の支援を行います。 

 

【施策④】防災力の向上 

防災リーダーとなる人材の育成、地域における要配慮者の支援など、地域の防災力を高め

ていくために自主防災組織の設立を推進します。また、防災訓練等の計画的な実施など自主

防災組織が活発に活動を行うための支援を行います。 

〈主な事業〉 

 ●防災士養成事業  ●自主防災組織設立等支援事業 

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

防災士資格取得者数 51 人（H27～30） 105 人（R2～6） 

自主防災組織設立件数 3 組織（H26～30） 65 組織（R2～6） 

 

施策方針４－５ 他地域との広域連携を推進する 

国では、近年の社会経済情勢の変化や市町村合併の進展等の中で、中心市と周辺市町

村が協定により生活に必要な機能を確保し、人口の流出を防止する定住自立圏構想の実

現を推進していく方針を打ち出しています。小林市・えびの市・高原町においても「にしもろ定住

自立圏」を形成し、圏域が有する多様な地域資源や特性を十分に生かし、相互に役割を分

担しながら様々な分野で連携・協力することで、各自治体が共存共栄しながら、将来にわたっ

て安心して暮らし続けられる「魅力ある住みよいまち にしもろ」を目指し取組を進めていきま

す。 

また、西諸圏域にとどまらず、連携目的や趣旨に応じた地域連携を行い、周辺地域も一体

となった地域振興に取り組むことが必要です。 
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【施策⑤】広域連携の推進 

近隣市町村との連携により、行政機能の効率化、そして周辺地域一体となった効果的なま

ちづくりを推進します。 

〈主な事業〉 

 ●定住自立圏推進事業  ●広域連携事業（霧島ジオパーク、県際交流等） 

 ●地域医療連携事業  

 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（現状値） 目標値 

定住自立圏推進事業数 54 事業（H30） 55 事業（R6） 
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